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令和４年度都区財政調整協議結果等について 

 
 

１ 令和４年度都区財政調整 

（１）概要 

 対前年度増減率 

①  調整税等（当年度分）                           １兆９,７９７億円  （１１.６％） 

②  交付金の総額（ア＋イ）                １兆１,０９３億円  （１３.３％） 

 ア 当年度分（調整税等の５５.1％） １兆         ９０８億円 

 イ 精算分                                 １８５億円 

③  基準財政収入額Ａ                                                                                           １兆２,３３５億円  （ １.７％） 

④  基準財政需要額Ｂ                                                                                           ２兆２,８７４億円  （ ６.８％） 

 ア 経常的経費                                                                                                                         １兆９,１９３億円 

 イ 投資的経費                                                                               ３,６８２億円 

⑤  交付金                              １兆１,０９３億円   （１３.３％） 

 ア 普通交付金（Ｂ－Ａ）             １兆  ５３９億円 

 イ 特別交付金                                                                           ５５５億円 
 
 

（２）特徴 

 

 

 

 

・普通交付金は、交付金総額の９５％相当で１兆５３９億円、前年度と比べ、１,２４１

億円の増となり、特別交付金は、交付金総額の５％相当で５５５億円、前年度と比べ、

６５億円の増となりました。 

 

 

 

 

 

・特別区民税は、雇用・所得環境の改善を反映し、前年度と比べ、２３２億円の増と

なりました。 

・地方消費税交付金は、前年度と比べ、７６億円の減となりました。 

 

 

 

 

《交付金の総額》 

交付金の総額は、市町村民税法人分の大幅な増収により、１兆１,０９３億円とな

り、前年度と比べ、１,３０６億円、１３.３％の増となりました。 

《基準財政収入額》 

基準財政収入額は、１兆２,３３５億円となり、前年度と比べ、２０８億円、１.７％

の増となりました。 
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・経常的経費は、前年度と比べ２３３億円の減となりました。投資的経費は、公共施

設改築工事費の臨時的算定などにより、前年度と比べ、１,６８１億円の増となりま

した。 

 

２ 協議課題の調整内容 

 

項    目 都 区 合計 

１ 最終的な提案数 １６ ４５ ６１ 

 
（１）当初提案 １４ ４４ ５８ 

（２）追加提案 （※１）２ （※２）１ ３ 

２ 調整項目数 ４ ２５ ２９ 

 

（１）新規算定  １０ １０ 

（２）算定充実  ７ ７ 

（３）事業費の見直し １ ２ ３ 

（４）算定方法の改善等 １ ５ ６ 

（５）財源を踏まえた対応 ２ １ ３ 

３ 当初算定に至らなかった項目数 １２ ２０ ３２ 

 
（１）協議が整わなかった項目 １２ １７ ２９ 

（２）Ｒ３再調整で算定される項目  （※３）３ ３ 

※１ 義務教育施設の新築・増築等に係る元利償還金相当額の前倒し算定、都 

市計画交付金に係る地方債収入相当額の前倒し算定（財源を踏まえた対応） 

※２ 公共施設改築工事費の臨時的算定（財源を踏まえた対応） 

※３ 避難行動要支援者個別計画策定経費、商工振興費（中小企業関連資金融 

資あっせん事業（緊急対策分））、耐震診断支援等事業費 
 

（１）新規算定（１０項目、１１８億円） 

・【単位費用】【態容補正】国民健康保険事業助成費（子どもに係る国民健康保険料の 

均等割額の減額措置）、住宅宿泊事業経費、【投資・態容補正】防災生活道路整備・不燃

化促進事業（まちづくり）、【小・中学校費】学校運営費（学校諸室冷房設備整備経費）  

など 

 

（２）算定充実（７項目、１０億円） 

・住民基本台帳ネットワークシステム運営費、私立保育所施設型給付費等、母子保健 

指導費（両親学級）、私立幼稚園施設型給付費 など 

 

（３）事業費の見直し（３項目、△９億円） 

・女性福祉資金貸付金、老人クラブ助成事業費、保育室運営費等事業費 

《基準財政需要額》 

基準財政需要額は、２兆２,８７４億円となり、前年度と比べ、１,４４８億円、

６．８％の増となりました。 

 



3 

 

（４）算定方法の改善等（６項目、１１３億円） 

・企画調査費、住居表示管理費、【経常・投資】放課後児童クラブ事業費、【投資】清掃 

工場その他施設、【小・中学校費】学校運営費（防犯ブザー）、３５人学級への対応 

 

（５）財源を踏まえた対応（３項目、１,７０４億円） 

・義務教育施設の新築・増築等に係る元利償還金相当額の前倒し算定、都市計画交付 

金に係る地方債収入相当額の前倒し算定、公共施設改築経費の臨時的算定 

 

（６）協議が整わなかった項目（２９項目） 

・地域コミュニティ活動支援費、利用者負担（保育所等）、健康診査（胃がんリスク検 

診）、商工振興費（工業振興費助成）、私立幼稚園等保護者負担軽減事業費、放課後 

子ども教室推進事業費、特別交付金、都市計画交付金 など 
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３ 協議上の諸課題 

項目 区の考え方 都の考え方 協議結果 

特別交付金 

（特別交付

金の割合の

引き下げ） 

透明性・公平性

を高めるととも

に、可能な限り

普通交付金によ

る対応を図るた

め、引き続き特

別交付金の割合

を２％を基本に

見直す方向で検

討 

 

・各区が安定的な財

政運営を行うために

も、可能な限り、算

定内容が客観的かつ

明確に規定されてい

る普通交付金による

対応を図るため、特

別交付金の割合を

２％に引き下げるこ

とを求める 

・普通交付金の算定

対象となっていない

区ごとに異なる財政

需要が、５％を大き

く超える規模で毎年

申請されており、こ

れらの財政需要を着

実に受け止めるため

には５％が必要 

協議が整わ

なかった項

目として整

理する 

特別交付金 

（算定の透

明性・公平性

の向上） 

・区側が実施したア

ンケート調査で、特

別交付金の算定に係

る都区の認識に隔た

りがあることが確認

されたことから、区

側が認識していない

運用ルールの明確化

を求める 

 

・都側が統一対応と

して算定除外してい

る事業を、毎年度各

区に提示することを

主張 

・現行の算定ルール

は算定の透明性・公

平性の観点から、そ

もそも大きな問題は

ないと考える 

 

・算定除外している

事業については、各

区に対して伝えてい

るため、区側で情報

共有すれば実現 

協議が整わ

なかった項

目として整

理する 

都市計画交

付金 

都区の都市計画

事業の実施状況

に見合った配分

となるよう抜本

的な見直しを検

討 

・制度の抜本的な見

直しや、都が行う都

市計画事業の実施状

況や都市計画税の充

当事業の詳細の提

示、都市計画決定権

限等を含めた都市計

画事業のあり方につ

いての協議体の設置

を求める 

・各区から直接、現

状や課題等を伺うな

ど、引き続き適切に

調整を図りながら対

応していく 

協議が整わ

なかった項

目として整

理する 
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４ 令和３年度都区財政調整再調整 

    

 

 

 

 

 

※再調整における、基準財政需要額は調整中です。 

 

  当初算定時の算定残約 363 億円が、その後の調整税等の税収見込の増により約 1,435 

億円となりました。このため、次の３項目により、再調整を実施することとなりました。 

 

（１）商工振興費（中小企業関連資金融資あっせん事業（緊急対策分）） 

   新型コロナウイルス感染症対策に係る中小企業関連資金融資あっせん事業（緊急

対策分）の令和３年度貸付分について、当年度における利子補給及び信用保証料補

助に係る経費を算定するとともに、令和４年度以降全ての利子補給分を前倒しで算

定します。 

 

（２）都市計画交付金に係る地方債収入相当額の前倒し算定 

   令和元年度の都市計画交付金に係る地方債収入相当額のうち、令和５年度の算定 

額について前倒しで算定を行い、後年度負担の軽減を図ります。 

 

（３）首都直下地震等に対する防災・減災対策 

首都直下地震等に対する防災・減災対策として、「避難行動要支援者個別計画策定 

に係る経費（令和３年度から令和７年度まで）」、「耐震診断支援等事業に係る経費（令 

和３年度から令和７年度まで）」及び「災害時の避難所等となる公共施設の改築需要 

に係る経費」を算定します。 

【当初算定との比較】 （単位：億円）

区  分 基準財政収入額 基準財政需要額 普通交付金 特別交付金

再 調 整 12,128 － 10,370 546

当初算定 12,128 20,904 8,935 489

比　　較 0 － 1,435 56


